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のデータで求めた TFP 変化率を産業集積指数に回帰するといった研究もある。 
しかしながら、都市経済で言う本来の集積の概念とは、限られたエリアにおける数量で表し
たボリュームに加えて、そこに事業所間の空間的な近接性を考慮した「空間的集中」のことで


















①  一企業の規模の経済を中心として都市が成立している 
②  同業種の水平的な集積を中心として都市が形成されている 




済もある程度まで投入要素が大きくなってくると exploit されてしまう。 結局、 企業城下町はそ
の企業を移出産業として成り立っているので、都市規模も経済基盤仮説がそのまま成立する感










よう。 まず、 集積経済の研究の第一期、 それは 1970 年代後半から 1980 年代にかけてであるが、
この期は人口や人口密度で測った都市化の経済指標と産業規模で測った地域特化指標で、どち
らがどの程度生産性に寄与しているかを研究することに焦点が当てられていた。しかし、1990
年代に入り、Glaeser et al. (1992)が、都市成長の動学的側面における集積の経済の役割を考え
るに当たり、その性質を、Marshall, Arrow, Romer らの外部経済を同業種集積によるものとし、4 
 














その EG 指数を用いた集積の要因分析の典型的な例として、Rosenthal and Strange (2001)と




識のスピルオーバー」 、 「労働市場の厚み」 、 「投入物の共有化」が、どの程度、産業の空間的な
集中（立地偏向）に影響を与えているかが分析できるが、地域の集積変数ではないので、産業
間における集積の異なりの要因の違いをみることはできない。 





す EG 指数を非説明変数とし、地域集積の源である「知識のスピルオーバー(knowledge 
spillovers)」 、 「労働市場の厚み(labor market pooling)」 、 「投入物の共有化(input sharing)」につい
て代理変数を定義し、それらを説明変数として回帰分析をおこなっている。具体的には、 「投入
物の共有化」の代理変数としては、出荷額に占める製造品投入割合（1992 年の全国産業連関表
から）を採用している。 「知識の漏出」を表す変数としては、10 年前の 1982 年に雑誌に紹介さ
れた新製品の数を用いている。 「労働市場の厚み」は、同業種の集積によって固有の技術を持つ
労働者を雇う機会が高まるという意味である。労働供給の側からすれば、同業種が集積してい
                                                        






  Alecke et al. (2006)は、ハイテク産業がクラスターを形成しているかという問題意識で、ドイ
ツにおける 1998 年の工場単位のデータをカウンティレベルにおいて産業別の EG 指数を計算
している。産業分類の数は 116 である。彼らもまた集中状態を示す EG 指数を被説明変数にし
て、３つの集積力を表す変数に回帰している。 「投入物の共有化」の代理変数としては、出荷額
に占める製造品投入割合と技術サービスの割合を用いている。 「労働市場の厚み」 の代理変数と
しては、 経営管理や R&D などに携わる secondary services 従業者の割合ともう１つは Rosenthal 
and Strange と同じく大学卒の従業者の割合を採用している。 「知識のスピルオーバー」につい







  また、最近、集積の要因として「労働市場の厚み」に焦点を当てた実証分析として、Overman 
and Puga (2009)によるものがある。彼らもまた産業別の EG 指数を求め、それを労働市場の厚
みを表現するような変数に回帰している。 
  ところで、Marshall の外部性という集積の３つの源は、そもそもの意味で中小の企業が一定




は事業所規模は大きくなる傾向があることを確認している。これらに対して、Figueiredo et al. 
(2009)は、Ellison and Glaeser  と同様に確率効用モデルから特化係数の解釈を与え、内部規模
の経済効果を取り除いた指標で地域特化指数と事業所規模の関係をポルトガルのデータで分析











































































３．１  集積の地域間の偏り 
















KK .       (1) 
と定義すると、 
  12 ,,,,,
CC C C
i i ij in ss s s LK , 
と表現できる。
C
ij s が高いということは、産業 i が地域 j に相対的に集中していることを意味し
ているのである。ここで、
C










 .          ( 2 )  
は、産業 i についてのハーシュマン・ハーフィンダール指数(Hirschman-Herfindahl Index)とし
て知られる空間的集中の測度の１つとなる。 




















.         ( 3 )  
と定義することで、 
  12 ,,,,, j n ss s s    LK , 
と表せる。この割合は雇用者数で測った地域の経済規模を示すものであることから、(5)式で調
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  .         ( 7 )  
は、産業 i に関して空間的な立地偏差の程度を表している。また、産業 i の空間的分布が産業
全体の分布と近ければ、 (6)式の
C
i G   や(9)式の
2 C
i G の値はゼロに近い値をとる。 そのことから(6)
式や(7)式の値は、産業 i に関する空間立地の非類似性測度（dissimilarity measure）とも呼ばれ
ている。
3 
G は立地ジニ係数とも言われ、地域的集中係数と同様に産業 i が全産業と同じ割合で地域間
に分布している場合はゼロの値をとり、当該産業が当該地域に完全に集中している場合は、き
わめて１に近い値をとると解釈されるものである。 
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 ）      ( 8 )  
ここで、 k z は第 k 工場のその産業内における雇用シェア / ki ki ki
ki
zx x  






   は
当該産業における k 工場のハーシュマン・ハーフィンダール指数である。多数の小規模な完全
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造業」や「一般機械器具製造業」 、 「金属製品製造業」など立地偏り度の低い産業は、Rosenthal 
and Strange (2001)によるアメリカのカウンティレベルでの EG 指数と同様である。 
  表－２は、産業３桁分類で産業別の空間立地の偏り度を示したものである。特に、表－２A
では、 偏り度の高い上位 40 業種を、 表－２B では偏り度の小さい上位 40 業種を表示している。
３桁分類では、業種の数は２桁分類の２４から１５０へと一挙に６倍強に増加する。最も偏向
度の高い「眼鏡製造業」は２桁分類では精密機械器具に属している。２番目が「革製手袋製造
業」 、4 番目も「なめし革製造業」と、小規模事業所が一部地域に集積している産業が高い EG
指数を示している。２桁分類で立地偏向度の最も低かった食料品製造業は、３桁分類でも低い



































一例として、 「めん類製造業 （SIC:0992） 」 と鉄鋼業に属する 「高炉による製鉄業 （SIC:2311） 」
において、EG 指数を取り上げてみる。全国における事業所数は、前者が 5,502 で 1,150 の市町
村に立地している。これに対して、 「高炉による製鉄業」の事業所数はわずか 15 で、それが 14




均一性である。不均一性が高いと原指数は上方修正される。 i H は i 産業における事業所規模分
布のハーシュマン・ハーフィンダール指数である。多数の小規模な完全競争的企業が存在する
ような均等分布の場合は i H がゼロに近くなる。 
事業所の規模は、 「めん類製造業」が 12 人平均なのに対して、 「高炉による製鉄業」が 2,400
人規模である。したがって、各産業における事業所の規模分布を示すハーシュマン・ハーフィ
ンダール指数 i H は、 「めん類製造業」が 0.00131、 「高炉による製鉄業」が 0.09004 と「高炉に
よる製鉄業」の方が極めて大きな値を示している。これを調整された原指数から引き、それを
1




それぞれ 0.00384 と 0.00385 と両産業とも小さくなり、あまり変わらなくなってしまう。 
  直感的に考えると「高炉による製鉄業」の方が「めん類製造業」よりも立地偏向度は極めて





                                                        
4 EG 指数の改善は Devereox et al. (2004)らによって示されているが、より包括的に問題点を指摘して新たな
指数を提示したものとして、Mori et al. (2006)が挙げられる。 12 
 
表－１  ２桁分類での立地偏向度 
2- Digit  産業分類  立地市町村数 事業所数  原指数 Gi 
調整後の原指数 事業所分布の
HH  指数 
EG  指数 
順位 値  順位 値 
21  なめし革、同製品、毛皮製造業  651   6,135   0.01806   1   0.01814  0.00098   1   0.01718  
11  繊維工業(衣服を除く)  1,019   24,235   0.01306   3   0.01312  0.00038   2   0.01275  
30  輸送機械器具製造業   1,393   17,593   0.01286   4   0.01292  0.00243   3   0.01052  
18  石油製品・石炭製品製造業  642   1,126   0.01503   2   0.01510  0.00875   5   0.00641  
15  パルプ・紙・紙加工品製造業  1,176   11,428   0.00630   7   0.00633  0.00059   4   0.00574  
23  鉄鋼業  1,055   6,188   0.00917   5   0.00921  0.00361   6   0.00562  
31  精密機械器具製造業  921   7,451   0.00611   9   0.00614  0.00191   7   0.00424  
28  情報通信機械器具製造業  731   2,831   0.00800   6   0.00803  0.00398   9   0.00407  
17  化学工業  1,048   5,477   0.00509   12  0.00511  0.00107   8   0.00405  
29  電子部品、デバイス製造業  1,213   7,408   0.00527   11  0.00529  0.00162   10  0.00368  
22  窯業・土石製品製造業  1,927   21,819   0.00414   13  0.00416  0.00061   11  0.00355  
13  木材・木製品製造業(家具は除く)  1,833   16,697   0.00378   15  0.00380  0.00032   12  0.00348  
20  ゴム製品製造業   834   5,324   0.00647   8   0.00650  0.00311   14  0.00339  
16  印刷・同関連業  1,617   31,970   0.00365   16  0.00366  0.00037   13  0.00330  
10  飲料、たばこ、飼料   1,417   7,230   0.00400   17  0.00402  0.00087   17  0.00315  
24  非鉄金属製造業  870   4,579   0.00550   10  0.00553  0.00256   15  0.00298  
12  衣服・その他の繊維製品製造業  1,699   29,328   0.00295   20  0.00296  0.00019   16  0.00277  
14  家具、装備品  1,793   26,085   0.00401   14  0.00403  0.00133   18  0.00269  
19  プラスチィック  1,501   23,180   0.00286   21  0.00288  0.00030   19  0.00258  
27  電気機械器具製造業  1,442   16,917   0.00348   18  0.00350  0.00093   20  0.00257  
25  金属製品製造業  1,781   62,849   0.00217   23  0.00218  0.00015   21  0.00203  
32  その他の製造業  1,666   25,719   0.00319   19  0.00320  0.00121   22  0.00200  
26  一般機械器具製造業  1,659   58,993   0.00223   22  0.00224  0.00038   23  0.00185  
09  食料品製造業  2,087   48,278   0.00181   24  0.00182  0.00017   24  0.00165  13 
 
表－２A  ３桁分類での立地偏向度：上位４０業種 
3- Digit  産業分類  立地市町村数 事業所数  原指数 Gi 
調整後の原指数 事業所分布の
HH  指数 
EG  指数 
順位 値  順位 値 
316  眼鏡製造業（枠を含む)  71  804  0.24362  2  0.24765 0.01278  1  0.23791 
215  革製手袋製造業  22  106  0.23492  3  0.23882 0.02924  2  0.21589 
322  楽器製造業  226  555  0.26296  1  0.26732 0.09679  3  0.18880 
211  なめし革製造業  67  537  0.12363  9  0.12568 0.01651  4  0.11100 
202  ゴム製・プラスチック製履物・同附属品製造業  138  1,172  0.10062  10  0.10228 0.01723  5  0.08654 
223  建設用粘土製品製造業（陶磁器製を除く)  180  770  0.07228  16  0.07348 0.00563  6  0.06823 
213  革製履物用材料・同附属品製造業  107  737  0.05450  24  0.05540 0.00519  7  0.05047 
326  漆器製造業  276  2,215  0.04681  32  0.04759 0.00162  8  0.04604 
225  耐火物製造業  109  246  0.07611  14  0.07737 0.03507  9  0.04384 
219  その他のなめし革製品製造業  97  384  0.04589  33  0.04665 0.00862  10  0.03836 
216  かばん製造業  201  920  0.04227  34  0.04297 0.00562  11  0.03756 
302  鉄道車両・同部分品製造業  185  537  0.06027  20  0.06127 0.02624  12  0.03597 
321  貴金属・宝石製品製造業  315  1,656  0.03836  37  0.03899 0.00453  13  0.03462 
116  染色整理業  434  3,880  0.03592  38  0.03608 0.00211  14  0.03404 
309  その他の輸送用機械器具製造業  301  734  0.05062  27  0.05145 0.01908  15  0.03300 
118  レース・繊維雑品製造業  239  1,627  0.03440  41  0.03456 0.00237  16  0.03226 
113  ねん糸製造業  274  2,642  0.03284  44  0.03299 0.00140  17  0.03163 
152  紙製造業  208  612  0.03887  35  0.03951 0.00846  18  0.03131 
174  化学繊維製造業  45  63  0.07418  15  0.07541 0.04749  19  0.02931 14 
 
218  毛皮製造業  12  14  0.14463  8  0.14702 0.12211  20  0.02837 
214  革製履物製造業  233  1,156  0.02884  46  0.02931 0.00362  21  0.02578 
224  陶磁器・同関連製品製造業  590  6,179  0.03327  42  0.03383 0.00928  22  0.02478 
234  表面処理鋼材製造業  42  56  0.05663  22  0.05757 0.03386  23  0.02454 
217  袋物製造業  368  2,196  0.02617  48  0.02660 0.00236  24  0.02430 
169  印刷関連サービス業  78  201  0.05634  23  0.05727 0.03383  25  0.02426 
115  ニット生地製造業  314  1,408  0.02796  47  0.02809 0.00403  26  0.02416 
114  織物業  418  10,219  0.02499  49  0.02510 0.00097  27  0.02416 
117  綱・網製造業  210  617  0.03024  45  0.03037 0.00641  28  0.02412 
163  製本業、印刷物加工業  405  4,353  0.02226  56  0.02263 0.00139  29  0.02127 
098  動植物油脂製造業  163  237  0.03884  36  0.03948 0.01971  30  0.02017 
142  宗教用具製造業  386  1,397  0.02263  55  0.02301 0.00348  31  0.01960 
232  製鋼・製鋼圧延業  56  77  0.04889  29  0.04970 0.03091  32  0.01939 
173  有機化学工業製品製造業  274  736  0.02376  52  0.02415 0.00531  33  0.01894 
124  和装製品・足袋製造業  336  1,069  0.02126  60  0.02161 0.00301  34  0.01866 
159  その他のパルプ・紙・紙加工品製造業  458  1,768  0.02165  58  0.02201 0.00350  35  0.01858 
181  石油精製業  31  41  0.04928  28  0.05010 0.03383  36  0.01684 
162  製版業  369  2,350  0.02170  57  0.02206 0.00533  37  0.01682 
262  農業用機械製造業（農業用器具を除く）  479  1,344  0.02371  53  0.02381 0.00985  38  0.01410 
304  航空機・同附属品製造業  150  339  0.06525  17  0.06633 0.05326  39  0.01381 
301  自動車・同附属品製造業  1,099  12,823  0.01669  70  0.01676 0.00315  40  0.01365 
 15 
 
表－２B  ３桁分類での立地偏向度：下位４０業種 
3- Digit  産業分類  立地市町村数 事業所数  原指数 Gi 
調整後の原指数 事業所分布の
HH  指数 
EG  指数 
順位 値  順位 値 
097  パン・菓子製造業  1,517 10,023  0.00226  148  0.00230 0.00118  148  0.00112 
096  精穀・製粉業  519 1,084  0.00428  131  0.00435 0.00322  147  0.00113 
329  他に分類されない製造業  1,149 9,081  0.00264  145  0.00269 0.00148  146  0.00121 
104  製氷業  239 345  0.00706  111  0.00717 0.00593  145  0.00125 
184  舗装材料製造業  556 856  0.00314  141  0.00319 0.00183  143  0.00136 
095  糖類製造業  111 178  0.01858  65  0.01889 0.01747  142  0.00145 
099  その他の食料品製造業  1,869 19,430  0.00201  150  0.00204 0.00046  140  0.00158 
267  一般産業用機械・装置製造業  1,135 10,130  0.00308  142  0.00313 0.00146  139  0.00167 
161  印刷業  1,600 25,066  0.00216  149  0.00219 0.00047  138  0.00172 
133  木製容器製造業（竹、とうを含む）  665 1,870  0.00350  138  0.00356 0.00182  137  0.00174 
155  紙製容器製造業  1,000 6,713  0.00256  146  0.00261 0.00066  135  0.00195 
254  建設用・建築用金属製品製造業  1,654 27,450  0.00239  147  0.00242 0.00039  134  0.00203 
191  プラスチック板・棒・管・継手・異形押出製品  534 1,902  0.00717  110  0.00729 0.00525  133  0.00205 
269  その他の機械・同部分品製造業  1,341 17,686  0.00293  143  0.00298 0.00090  132  0.00208 
327  畳・傘等生活雑貨製品製造業  1,260 6,312  0.00317  140  0.00323 0.00102  131  0.00221 
222  セメント・同製品製造業  1,684 6,514  0.00275  144  0.00280 0.00057  130  0.00223 
242  非鉄金属第２次製錬・精製業  264 482  0.01641  71  0.01668 0.01447  129  0.00224 
255  金属素形材製品製造業  948 7,789  0.00337  139  0.00343 0.00110  128  0.00233 
259  その他の金属製品製造業  654 3,010  0.00522  122  0.00531 0.00298  127  0.00234 16 
 
251  ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造業  190 396  0.01667  69  0.01694 0.01463  126  0.00234 
266  特殊産業用機械製造業  1,060 7,417  0.00421  132  0.00428 0.00190  125  0.00238 
177  化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業  251 463  0.01639  72  0.01666 0.01417  124  0.00253 
101  清涼飲料製造業  438 673  0.00856  99  0.00871 0.00600  123  0.00273 
192  プラスチックフィルム・シート・床材・合成皮革 839 3,830  0.00445  127  0.00452 0.00176  122  0.00276 
091  畜産食料品製造業  991 2,767  0.00411  134  0.00413 0.00135  121  0.00278 
271  発電用・送電用・配電用・産業用電気機械器具  1,279 10,110  0.00448  126  0.00455 0.00174  120  0.00281 
243  非鉄金属・同合金圧延業（抽伸、押出しを含む） 312 720  0.01557  73  0.01583 0.01304  119  0.00283 
123  下着類製造業  487 1,275  0.00621  115  0.00631 0.00343  118  0.00289 
203  ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム製品製造業 674 3,401  0.00636  113  0.00647 0.00358  117  0.00290 
275  電気計測器製造業  439 1,391  0.00891  96  0.00906 0.00617  116  0.00291 
209  その他のゴム製品製造業  347 691  0.01246  82  0.01267 0.00978  115  0.00292 
194  発泡・強化プラスチック製品製造業  778 2,092  0.00561  119  0.00570 0.00268  114  0.00303 
313  医療用機械器具・医療用品製造業  543 1,869  0.00969  92  0.00985 0.00676  113  0.00311 
195  プラスチック成形材料製造業（廃プラ含む）  472 1,152  0.00759  106  0.00772 0.00460  112  0.00313 
235  鉄素形材製造業  585 1,772  0.00774  105  0.00787 0.00471  111  0.00317 
182  潤滑油・グリース製造業（石油精製業によらない） 77 115  0.02141  59  0.02177 0.01864  110  0.00319 
264  金属加工機械製造業  1,164  15,688  0.00434  130  0.00435 0.00112  109  0.00324 
199  その他のプラスチック製品製造業  972  5,826  0.00443  128  0.00450 0.00126  108  0.00324 
193  工業用プラスチック製品製造業  1,026  8,378  0.00398  135  0.00405 0.00078  107  0.00327 
102  酒類製造業  894  2,090  0.00535  120  0.00544 0.00212  105  0.00333 
 17 
 

















 ,              (11) 
と表すことができる。
6  ここで、 ki z  は産業 i に属する事業所(工場)k の従業者の割合で、N は産











表－３  事業所立地パターンの数値例 
ケース  事業所規模  構成比 HHI  分布形状 
１  [20, 20, 20, 20]  [0.25, 0.25, 0.25, 0.25]  0.2500  均等分布 
２  [30, 30, 30, 30]  [0.25, 0.25, 0.25, 0.25]  0.2500  均等分布 
３  [30, 30, 10, 10]  [0.375, 0.375, 0.125, 0.125] 0.3125  不均等分布
４  [50, 10, 10, 10]  [0.625, 0.125, 0.125, 0.125] 0.4375  不均等分布












x x  
           (12) 
                                                        
6  これは(10)式の Ellison and Glaeser の指数でも事業所の規模分布を調整するために採用されている。 18 
 
ここで、 / ij j x x は地域 j における産業 i の雇用者の割合である。仮に、地域 j において各産業の
雇用者が均等に分布しているとすると、
1
ij j x x
N
  より、  2 log




j Entropy Index  となる。このことから、   2 0l o g

















旭川市は事業所数では 21 番目と 22 番目であるが、従業者数で見ると７位と９位に上昇する。集
計データからでは平均事業所規模が大きいことが予想されるが、個票ベースでは見ると 1 つの事
業所が従業者数でのシェアが３～４割近くと突出していることがわかる。事業所数も従業者数も














































































































































































































表－４  木製家具製造業の地域集積 
   事業所数 割合  累積    従業者数 割合  累積 
1  静岡市  381  4.75 %  4.75 %  大川市  2,511  3.88 %  3.88 % 
2  大川市  283  3.52 %  8.27 %  静岡市  1,389  2.14 %  6.02 % 
3  名古屋市  218  2.72 %  10.99 %  浜松市  1,361  2.10 %  8.12 % 
4  大阪市  187  2.33 %  13.31 %  名古屋市  984  1.52 %  9.64 % 
5  徳島市  94  1.17 %  14.48 %  大阪市  981  1.5 1 %  11.15 % 
6  足立区  88  1.10 %  15.58 %  府中市  981  1.51 %  12.67 % 
7  横浜市  83  1.03 %  16.61 %  高山市  955  1.47 %  14.14 % 
8  川口市  83  1.03 %  17.65 %  いわき市  927  1.43 %  15.57 % 
9  八尾市  80  1.00 %  18.64 %  旭川市  922  1.42 %  17.00 % 
10  浜松市  78  0.97 %  19.62 %  日田市  718  1.11 %  18.11 % 
11  札幌市  76  0.95 %  20.56 %  福山市  654  0.99 %  19.12 % 
12  福山市  74  0.92 %  21.48 %  東浦町  641  0.99 %  20.10 % 
13  高松市  74  0.92 %  22.41 %  堺  市  640  0.99 %  21.09 % 
14  神戸市  70  0.87 %  23.28 %  広島市  614  0.95 %  22.04 % 
15  広島市  65  0.81 %  24.09 %  藤枝市  591  0.91 %  22.95 % 
16  府中市  64  0.80 %  24.88 %  札幌市  568  0.88 %  23.83 % 
17  堺  市  63  0.78 %  25.67 %  前橋市  567  0.88 %  24.70 % 
18  京都市  63  0.78 %  26.45 %  徳島市  545  0.84 %  25.55 % 
19  荒川区  63  0.78 %  27.24 %  茂原市  503  0.78 %  26.32 % 
20  藤枝市  59  0.73 %  27.97 %  高松市  482  0.74 %  27.07 % 
21  高山市  57  0.71 %  28.68 %  常滑市  437  0.67 %  27.74 % 
22  旭川市  55  0.69 %  29.37 %  深谷市  435  0.67 %  28.41 % 
注）割合は対全国比を意味し、累積は当該都市までの事業所数もしくは従業者数の累積割合を示
している。 
表－５  木製家具製造業の地域内分布の特徴 








北海道札幌市  76(11) 568(16)  34  (5.9%)  0.0247 3.9679 
北海道旭川市  55(22) 922(9)  353  (38.3%)  0.1629 2.7984 
福島いわき市  19 927(8)  411  (44.3%) 0.3230  1.4783 
埼玉県深谷市  5 435(22) 365 (83.9%)  0.7152  0.5980 
神奈川横浜市  83(8) 434(23)  58  (13.4%)  0.0359 3.9364 
岐阜県高山市  57(21) 955(7)  295  (30.9%)  0.1548 2.5330 
静岡県静岡市  381(1) 1,389(2)  43  (3.1%)  0.0063  5.5477 
静岡県浜松市  78(10) 1,361(3)  663  (48.7%)  0.2473  2.6092 
愛知県名古屋市  218(3) 984(4)  28  (2.8%)  0.0090 5.0607 
愛知県東浦町  5 641(12) 266  (41.5%) 0.3155  1.2446 
京都府京都市  63(18) 277(50)  18  (6.5%)  0.0275 3.8483 
大阪府大阪市  187(4) 981(5)  49  (5.0%)  0.0122 4.8158 
大阪府堺市  63(19) 640(13)  220  (34.4%)  0.1342 3.0957 
兵庫県神戸市  70(14) 352(34)  47  (13.4%)  0.0400 3.7617 
広島県福山市  74(12) 654(11)  56  (8.6%)  0.0383 3.6880 
広島県府中市  64(16) 981(6)  74  (7.5%)  0.0412 3.5317 
徳島県徳島市  94 545(18)  32  (5.9%)  0.0234  4.0967 
福岡県大川市  283(2) 2,511(1)  88  (3.5%)  0.0096  5.0642 
大分県日田市  46 718(10)  90  (12.5%)  0.0675  3.0569 21 
 
  ところで本来の空間的な近接度としては、事業所間の距離を用いるべきであろう。 kl j d  を地域
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   
となる。距離に対して事業所の規模でウェイトをつけると、これはポテンシャルと同じものにな












崎市は 1 工場の規模が大きく、その従業者数が 5 割以上を占めている。その結果、HHI では横浜
市の 10 倍の値となっている。 
 


































北海道千歳市 5  2,211(47)  (38.6%)  0.3004  1.3119 
岩手県北上市 18(81)  4,061(13)  (40.3%)  0.2246  1.9176 
東京都大田区 135(3)  1,025(102)  (19.2  %)  0.0718  3.7803 
神奈川横浜市 185(1)  4,037(11)  (9.75 %)  0.0290  4.2208 
神奈川川崎市 185(1)  5,454(3)  (52.6  %)  0.2837  2.7240 
鳥取県鳥取市 48(15)  4,897(6)  (23.5  %)  0.1017  2.7578 
 
３．３  地域特化 
産業の集積において、特定地域に同業種が集積する地域特化の状況はしばしば見受けられる。
燕市の「金属洋食器(Tableware, occidental type, SIC:2521)」 、今治市の「タオル製造業(Towels, 
SIC:1296)」 、鯖江市の「めがね製造業(Ophthalmic goods, including frames, SIC:3161)」などはその典
型的な例である。鯖江市は、出荷額では全国の 42.1%を占める。事業所数では、全国 804 のうち
の 525 と 65.2%を占めている。それだけ小規模事業所の集積がある。新潟県燕市は、金属洋食器























を示している。我が国における事業所数は 9,984 で立地自治体の数は 978 であり、また一事業所
当たりの従業者数は 10.4 人、事業所規模分布の HHI も 0.012 と小さい。しかしながら、表－７に
示した特化係数（LQ）の数値を見ると、事業所の場合も従業者の場合も 2.0 を上回っている市区





事業所の規模分布においても、東大阪市も大田区もともに HHI は 0.012 である。そして、最大規
模の事業の占める従業者割合も東大阪市は 4.3％であるのに対して、大田区では 4.6％とよく似て
いる。 ところが、 同様に従業者も事業所数も多く、 それらの特化係数の高い群馬県太田市は、HHI 
は 0.077 と東大阪市や大田区の 6 倍強で、最大規模の事業所の占める従業者割合は 22.3%と高い。
市全体での金型製造業に従事する従業者数も多く、450 人の工場、次いで 207 人規模の工場があ









                                                        
7  「めがね製造業」の場合は、71 の立地自治体のうち、事業所数の特化係数が 2.0 を上回っているのが 58 あり、
数からすれば少ないが割合は高く、 ［立地自治体≒集積地］という構図になっている。 
8  群馬県太田市の HP および Wikipedia などの情報による。 
9  栃木県芳賀町の HP などによる。 24 
 
表－７  事業所数と従業者数で測った地域特化度：金型製造業 









事業所  従業者 
LQ  面積 LQ  LQ  面積LQ
1  名古屋市  338 3.1  % 0.007 3,000 15.62 1.96  11.61  1.32 
2  大阪市  344 2.9  % 0.007 1,918 19.60 1.12  10.50  0.55 
3  東大阪市  317 4.3  % 0.012 2,339 77.56 7.41  54.99  6.12 
4  横浜市  224 7.5  % 0.019 1,780 7.12 1.34 5.44 0.84 
5  大田区  207 4.6  % 0.012 1,072 44.05 4.25  21.92  2.11 
6  川口市  188 5.6  % 0.013 1,013 43.27 5.92  22.41  3.73 
7  葛飾区  183 5.3  % 0.012  856  66.56 6.09  29.92  3.92 
8  八尾市  170 4.3  % 0.014 1,115 58.33 8.70  22.41  6.27 
9  墨田区  155 19.8  % 0.051  772  142.65 5.67 29.92 3.02 
10  燕市  154 9.7  % 0.019  924  18.73  15.43  36.76  12.63 
11  川崎市  135 9.5  % 0.025  983  12.68 2.20  68.28  1.29 
12  浜松市  129 13.0  % 0.034  1,030  3.36  2.27 10.80 1.74 
13  太田市  126 22.3  % 0.077  2,018  9.53  7.55  8.77 10.83 
14  足利市  111 8.7  % 0.031  873  14.37 7.90  10.86  7.93 
15  足立区  86 12.4  %  0.037  403  20.46 1.97 9.21 1.14 
16  江戸川区  86 15.5  %  0.038  373  21.87 2.45 9.12 1.28 
17  相模原市  85 12.8  %  0.038  476  7.74 2.45 4.16 1.28 
18  品川区  83 7.8  %  0.032  360 46.23  2.52  19.27  0.72 
19  西尾市  81 7.3  %  0.027  532 13.99  10.47  8.83  5.68 
20  三条市  79 15.5  %  0.066 1,159 6.35 7.77 8.95  13.62 
435  芳賀町  3 99.8  %  0.997 2,459 0.61 2.77  44.97  72.42 
29  富士市  65 38.8  %  0.180 1,596 7.54 3.44  17.79  8.45 





４．１  同業種の地域集積 







内の事業所規模分布で調整する必要がある。このことは、 , mij A  が 
 ,, :, mij i j i j i j mij m A AL D L l               (13) 





とである。事業所規模を表す変数を , mij s  とすると、(13)式は 
  ,, , :, m i j m i j ij ij m i j AA L D s               ( 1 4 )  
と拡張できる。地域集積を表現する(14)式を対数線形で特定化すれば、 



















          ( 1 6 )  
となる。ここで、パラメータ D a は同業種の事業所規模分布の効果で大規模事業所の存在に対して
はマイナスの符号が予想される。また、 S a は事業所規模によって受け止める外部効果が異なるこ
とを示すパラメータである。一般に、小規模事業所の方が外部効果の影響が強いと想像できるこ
とから期待される符号条件はマイナスである。 
同業種集積による効果 （もしくは集積の源） としてMarshallは、 「投入物の共有化(input sharing)」 、  
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   ,,, , , ,e x p mij mij mij mij mij yA f k l v

                                      (17)’ 
と表現できる。そして、技術的非効率項を入れた式は
 
   ,,, , , , ,e x p mij mij mij mij mij mij yA f k l v u                                      (18)
 
となり、技術的効率性 TE の割合は 
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Sv     で












                                                        
11  たとえば、州レベルの集計生産関数では Beeson and Husted (1989)、企業レベルの生産関数では Mitra (1999)
などが挙げられる。 28 
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とする。 



























平均値を用いる。 これに対して説明変数は、 これも市町村単位で集計されたものを用いる。 まず、








 01 2 , 3
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             ( 2 1 )  
ここで、 ij V と ij Q 、 ij L 、 ij L は、それぞれ付加価値額と出荷額、従業者、非常用雇用者の産業別
の市町村集計値であり、 ij  は誤差項である。また、CV は括弧内の変数の変動係数を意味してい
る。 



















































404/1471  692/2905 219/2023 1046/6927 
































66/461 1184/8030 90/792 139/576 









                                                        


































978/9984 133/371 71/804 254/1166 
注）順位は高い順、産業分類の数は 590、自治体数は 2,163 である。 
   
生産工程で高度技能を要すると思われる産業として、 「金型製造」 、 「自転車部品」 、 「眼鏡・フレ






























550/1665 467/1166 1213/7408 




































220/398 214/366 137/173 145/197 563/1610
注）順位は高い順、産業分類の数は 590、自治体数は 2,163 である。 
ハイテク産業が地域集積のメリットを享受するかどうかは産業施策にとっても重要な課題であ



























部の程度は高まることを意味している。 推定結果の有意性で判断すると、 「眼鏡 ・ フレーム製造業」
と「貴金属・宝石関係」で小規模事業所の外部効果が高いことが示されている反面、 「女性服製造






                                                        
14  有効サンプル数の関係から推定は３桁分類で実施した。 33 
 
0.168 であり、次いで「貴金属・宝石」製造業の 0.086 となっている。情報通信、電子部品関係の




15  逆に、 規模の経済のパラメータが有意でない業種も少なからず存在し
ている。 
 










地域従業者数 0.051 ( 2.77)  0.024 (1.18)  0.024 (2.48)  -0.006 (-0.07)
HH 指数 -0.057 (-1.95) 0.010 (0.36)  -0.008 (-0.53)  -0.034 (-3.22)
事業所規模 -0.080 (-1.77) -0.007 (-1.00) -0.024 (-1.50)  0.014 (3.35) 
集積平均弾力性 0.032  0.003  0.004  0.005 
規模の経済性 0.109 (5.93)  0.021 (2.44)  -0.093 (-2.13)  0.125 (2.61) 
 0.748 (21.22)  0.854 (12.54)  0.589 (15.1)  0.403 (15.31) 
2  0.699 (26.30)  1.106 (2.02)  0.589 (3.57)  0.396 (33.11) 
技術効率性 0.614  0.682  0.812  0.741 
資本金 0.034 (18.26)  0.016 (4.45)  -0.076 (-26.2)  0.054 (75.10) 
事業所規模 0.015 ( 3.72)  0.027 (4.76)  0.029 (8.12)  -0.001 (-0.74)
2 R 0.175  0.046  0.192  0.853 
サンプル数  485/1,471  568/1,499  156/2,023  1,147/6,908 
      注）推定値下の括弧内にある数値はｔ―値である。 
  
















地域従業者数 0.055 (2.37)  0.043 (1.39)  0.046 (2.65)  0.030 (2.65) 
HH 指数 -0.045 (1.31)  -0.028 (-2.38) -0.072 (1.99)  -0.032 (-1.65) 
事業所規模 0.021 (2.49)  -0.082 (-1.23) -0.025 (-0.28)  0.006 ((1.21) 
集積平均弾力性 0.026 0.013  0.031  0.025 
規模の経済性 0.025 (1.25)  0.019 (1.18)  0.067 (1.62)  0.035 (1.54) 
 0.065  0.501 (9.77)  0.147 (2.52)  0.228 (1.12) 
2  0.257  0.433 (22.33) 0.316 (3.92)  0.090 (6.12) 
技術効率性 0.891 0.718  0.534  0.575 
資本金 -0.005 (-0.24)  0.025 (4.34)  0.096 (2.52)  0.014 (9.17) 
事業所規模 -0.002 (0.05)  0.013 (3.06)  -0.142 (-2.01)  0.018 (13.32) 
2 R 0.595 0.212  0.462  0.583 
サンプル数  73/461 1,138/8,029  50/792  127/576 
    注）推定値下の括弧内にある数値はｔ―値である。 










地域従業者数   0.012 ( 2.38)    0.043 (8.06)  0.168 (3.40)  0.086 (3.53)   
HH 指数 0.008 (1.74)    -0.003 (-1.39)  -0.024 (-1.35)  -0.052 (-1.55)   
事業所規模 -0.013 (-0.53)    0.014 (2.31)  -0.040 (-2.20)  -0.019 (-3.77)   
集積平均弾力性 0.010    0.012    0.022  0.051   
規模の経済性 0.078 (3.48)    0.054 (1.61)  0.056 (1.18)  0.009 (1.08)   
 0.701 (50.12)    0.571 (43.85)  0.305 (3.66)  0.674 (19.72)   
2  0.574 (42.16)    0.561 (66.91)  0.309 (3.20)  0.759 (21.78)   
技術効率性 0.648    0.813    0.845 0.881   
資本金 0.010 (12.88)    0.007 (12.13)  0.077 (1.93)  -0.007 (-3.20)   
事業所規模 0.011 (1.94)    -0.001 (-11.42)  -0.014 (-1.54)  0.009 (0.19)   
2 R 0.026    0.510    0.383 0.455   
サンプル数  2,080/9,944    106/371    141/804 151/1,166   
    注）推定値下の括弧内にある数値はｔ―値である。 
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地域従業者数 0.037 ( 3.62)  0.045 (2.45)  0.034 (4.18) 
HH 指数 -0.023 (-1.98) 0.016 (1.70)  -0.008 (-1.43) 
事業所規模 0.003 ( 0.56)  -0.044 (-1.65) -0.004 (-1.71) 
集積平均弾力性 0.029  0.011 0.028 
規模の経済性 0.165 ( 6.51)  0.134 (5.34)  0.132 (3.13) 
 0.627 (14.54)  0.021 (1.47)  0.623 (45.1) 
2  0.924 (15.02)  0.298 (2.36)  0.786 (53.57) 
技術効率性 0.780  0.895 0.625 
資本金 0.039 (7.68)  0.176 (7.53)  0.007 (-2.21) 
事業所規模 0.036 ( 6.90)  0.127 (5.93)  -0.001 (-8.12) 
2 R 0.032  0.422 0.021 
サンプル数  951/1,647  580/1,166 3,458/7,322 
     注）推定値下の括弧内にある数値はｔ―値である。 









ハイテク型産業では、3 桁分類ではあるが、 「 「電子計算機製造」と「電子部品・デバイス製造」
において、地域集積効果に知識の伝搬が果たしている役割が認めてられる。また、地域集積型の






  最後に「労働市場の厚み」についての代理変数は、非常用雇用の比率を採用している。これが36 
 
高いと、 労働市場の厚みを反映しているという考えに基づいている。 係数値として有意なのは 「ﾌﾟ
ﾗｽﾃｨｯｸ製履物製造業」のみであり、変数選択の問題もあってか、集積にとって有意な産業は今回
ではほとんどなかった。 
表－９  市町村集計単位での集積の効果に関する推定結果 















0.004 (0.47)  0.018 (2.47)  0.024 (2.55)  0.276 
1023 
日本酒
0.315 (3.10)  0.075 (1.49)  -0.045 (-7.98)  0.532 
1141 
絹・スフ織物業
0.077 (1.85)  0.033 (1.99)  0.011 (1.47)  0.093 
1212 
女性服製造業
0.288 (1.93)  0.586 (1.41)  -0.026 (9.49)  0.327 
1296 
タオル
0.203 (3.19)  -0.049 (-1.23)  -0.037 (-2.79)  0.653 
1411 
木製家具
0.214 (3.81)  0.012 (2.06)  -0.069 (-2.63)  0.374 
2022 
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製履物
0.053 (2.84)  0.117 (2.55)  -0.089 (-2.42)  0.251 
2231 
粘土瓦製造業







0.188 (3.54)  0.213 (1.89)  -0.027 (-2.60)  0.296 
3091 
自転車部品
0.118 (1.91)  0.217 (1.29)  -0.017 (-2.20)  0.196 
3161 
眼鏡・フレーム
-0.187 (-1.66)  0.096 (1.34)  -0.071 (-3.47)  0.583 
3211 
貴金属・宝石







0.043 (2.87)  0.007 (1.04)  -0.001 (-1.29)  0.164 
2820 
電子計算機
0.046 (3.22)  0.025 (1.26)  -0.114 (-2.97)  0.212 
2910 
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